
公益財団法人ひろしま文化振興財団 

文 化 活 動 助 成 事 業 

平和文化活動支援事業実施要綱 

 

第 1 目的 

  この助成事業は、県内の文化活動団体が実施する平和をテーマとする文化芸術事業に対し、助成金を交

付することにより、県民の自主的な文化活動を促進する。 

 

第 2 助成対象事業者 

  助成の対象となる事業者（以下「助成事業者」という。）は、広島県に活動の本拠を有する文化活動団体

で次の要件を有するものとする。 

（１） 一定の規約を有すること。 

（２） 代表者及び所在地が明らかなこと。 

（３） 会計経理が明確なこと。 

（４） 一定の活動実績又はその見込みがあること。 

（５） 構成員の大半が、その団体の活動分野を主な職業としていないこと。 

（６） 政治団体、宗教団体等の特定の団体に関係していないこと。 

（７） 特定の流派に関係していないこと。 

（８） 文化施設の経営を目的とする団体ではないこと。 

 

第 3 助成対象事業等 

１ この助成事業の対象事業は、平和をテーマとした文化芸術事業とする。事業内容及び対象経費は、別

表1に掲げるとおりとする。 

２ この助成事業の交付対象は、次の各号のいずれにも該当するもののうちから、公益財団法人ひろしま

文化振興財団理事長（以下「理事長」という。）が必要かつ適当と認めたものとする。 

（１） 助成事業の目的及び実施方法が適当であって、その効果が十分に期待できるものであること。 

（２） 特定団体の宣伝、または営利を目的とするものでないこと。 

（３） 学校教育上の文化行事や部活動ではないこと。 

 

第 4 助成金の額 

  助成金の額は、３０万円を限度とする。ただし、理事長が特に認める場合はこの限りでない。 

 

第 5 助成の申請手続 

  申請者は、助成金の交付を受けようとするときは、様式第 1 号による助成金申請書に団体概要書、事業

収支予算書、その他参考となる資料を添えて、所管する市町又は市町教育委員会を経由して、理事長に提

出するものとする。 

 

第 6 助成の交付決定等 

 １ 理事長は、助成金申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、助成の対象及び助成額を決定

するものとする。 

 ２ １により決定した場合は、理事長は、その旨を様式第 2 号による助成金交付決定通知書により、所管

する市町または市町教育委員会を経由して、助成事業者に速やかに通知する。 

 ３ 助成対象事業について変更が生じた場合は、助成事業者は、様式第 3 号の助成事業変更承認申請書に

より直ちに理事長に報告し、その承認を受けるものとする。 

   ただし、変更の内容が軽微であると認められるものについては、これを省略することができる。 

 

 



第 7 助成金の交付 

 １ 助成事業者は、助成対象事業を終了したときは、様式第 4 号による助成事業実績報告書に関係書類を

添付の上、事業完了の日から1か月以内に理事長に提出するものとする。 

 ２ 理事長は、助成事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査の上、その助成金の交付の決定の

内容と適合するものであるかどうか調査し、適合するものと認められたときは、様式第 5 号により助成

金の額を確定する。 

 ３ 助成事業者は、様式第 6 号により助成金交付請求書を提出するものとし、理事長はこれにより助成金

を交付する。 

 

第 8 調 査 

  理事長は、助成対象事業について、必要に応じ調査することができる。 

 

第 9 助成金の返還 

  理事長は、この助成金の交付を受けた助成事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の

交付を取り消し、または既に交付した助成金の全部もしくは一部の返還を命ずることができる。 

（１） 助成金を事業の目的以外に使用したとき。 

（２） 事業の実施に当たって、不正な行為があると認められたとき。 

（３） 事業の実施について理事長が指示した事項に従わないとき。 

 

第 10 助成事業である旨の表示義務 

    助成金交付決定を受けた助成事業者は、助成事業の実施に際して作成するポスター、チラシ、プログラ

ム等に「公益財団法人ひろしま文化振興財団 文化活動助成事業」である旨及び「ピース・アーチ・ひろし

ま」ロゴマークを必ず表示するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、理事長が定める。 

２ この要綱は、平成2６年１０月２７日から施行する。 

 

 

 

 

別表１ 助成対象事業及び対象経費 

事 業 内 容 対 象 経 費 

文化活動団体が行う平和をテーマとした文化芸

術事業 

（例） 

・ 成果発表会、演奏会、美術展、展覧会、演劇、

舞踊公演、短歌会、自主映画上映会、伝統芸能、

大衆芸能（歌謡、大道芸能等）、食文化、生活

文化の発表会等  

・ 他団体等と合同で実施する交流発表会 など 

設営・舞台費（会場使用料、会場設営費、作品運搬費、

舞台道具製作費、楽器借上料等） 

印刷費（チラシ、ポスター等） 

広告宣伝費 

記録費（写真等） 

講師（音楽監督・舞台監督等）旅費及び謝金 

  


